
 
別添１ 

早期退職に係る募集実施要項 
 

 組織の年齢別人員構成を適正化し、組織の活性化を図ることを目的として、次の

とおり早期退職希望者の募集（国家公務員退職手当法（昭和２８年法律第１８２号）

第８条の２第１項第１号）を行う。 
 
１ 募集の対象 
  防衛省に勤務するもののうち、一般職の職員の給与に関する法律（昭和２５年

法律第９５号）別表第１イ行政職俸給表（一）９級以上の同俸給表の適用を受け

る職員及び別表第１１指定職俸給表の適用を受ける職員で、平成２７年４月１日

に「勤続２０年以上」かつ「定年から１５年を減じた年齢以上」の者（注１参照） 
 
２ 募集人数 
  若干名 
 
３ 募集期間（約２か月間） 
 平成２７年７月２２日（水）０９３０から 
平成２７年９月１１日（金）１８１５まで 

※ 都合により募集の期間を延長したときは直ちにその旨周知する。 
 
４ 退職すべき期間 

平成２７年８月１７日（月）から平成２７年１１月１日（日）まで 
※ 認定後、上記期間内から退職すべき期日を定め、通知する。 
※ 認定後に生じた事情により退職すべき期日に退職されると公務の能率的

な運営の確保に著しい支障を及ぼすことになる場合には、その旨及びその理

由を明示し、職員本人の書面による同意を得た上で、公務の能率的な運営を

確保するために必要な限度で当該期日を延期することがあり得る。 
 
５ 応募の手続 
⑴ 応募しようとする職員は、「応募申請書」（別紙様式第１）に必要事項を記入

の上、募集の期間内に、下記受付担当宛てに持参、郵送又は電子メールにより

提出する。 
なお、郵送の場合は、書留郵便で提出し、電子メールの場合は、提出後、募

集期間内に、受付担当に対し受信の確認を行うものとする。（受信の確認がな

いものは、無効とする。）。 
※ 応募申請書の到達日時は、郵送の場合にあっては、消印日（募集期間末日

の消印まで有効）、電子メールの場合にあっては、当該メールの受信日時と

する。 



⑵ 選定後、認定又は不認定の通知書を交付する。 
※ 平成２７年９月１８日（金）までに通知する予定。 
※ 不認定になる場合は、（注２）のとおり。 

⑶ 応募申請書の提出後、応募を取り下げたい場合には、「応募取下げ申請書」

（別紙様式第２）を退職すべき期日の前日までに提出する。 
なお、郵送の場合は、書留郵便で退職すべき期日の前日までに届くように郵

送するものとし（届かないものは、無効とする。）、電子メールの場合は、退職

すべき期日の前日までにメールを送信し、受付担当に対し受信の確認を行うも

のとする（受信の確認がないものは、無効とする。）。 
 
６ 本件に関する相談先（受付担当） 
  〒１６２－８８０１ 東京都新宿区市谷本村町５－１ 

 
大臣官房秘書課担当（指定職受付）  
電話番号（外線）：  

（内線）：  
電子メールアドレス（部内系又は部外系のいずれかを選択し、メールを送信） 
（部内系）：  及び  

（部外系）：  及び  

 
大臣官房秘書課担当（行政職（一）９級以上受付）  
電話番号（外線）：  

（内線）：  
電子メールアドレス（部内系又は部外系のいずれかを選択し、メールを送信） 
（部内系）：  及び  

（部外系）：  及び  

   

 

（注１）次の⑴から⑷までのいずれかに該当する職員は応募することができない 
⑴ 非常勤職員 
⑵ 臨時的任用職員、法律により任期を定めて任用される職員 
⑶ 平成２７年１１月１日（日）までに定年に達する職員 
⑷ 平成２７年７月２２日（水）（募集開始日）において懲戒処分（ただし、

故意又は重過失によらないで管理・監督に係る職務を怠った場合における

懲戒処分を除く。以下同じ。）を受けている者又は平成２７年７月２２日

（水）から平成２７年９月１１日（金）まで（募集期間内）に懲戒処分を

受けた者 
 



（注２）応募者が、次の⑴から⑷までのいずれかに該当する場合には、不認定となる。 

⑴ この募集実施要項に適合しない場合 
⑵ 応募後に懲戒処分を受けた場合 
⑶ 懲戒処分をうけるべき行為をしたことを疑うに足りる相当な理由があ

る場合その他応募者に対し認定を行うことが公務に対する国民の信頼を

確保する上で支障が生ずると認められる場合 
⑷ 引き続き職務に従事することが公務の能率的運営を確保し、又は長期的

な人事管理を計画的に推進するために特に必要であると認める場合 



 
別添２ 

早期退職に係る募集実施要項 
 

 組織の年齢別人員構成を適正化し、組織の活性化を図ることを目的として、次の

とおり早期退職希望者の募集（国家公務員退職手当法（昭和２８年法律第１８２号）

第８条の２第１項第１号）を行う。 
 
１ 募集の対象 
  防衛省に勤務するもののうち、一般職の職員の給与に関する法律（昭和２５年

法律第９５号）別表第１１指定職俸給表の適用を受ける職員で、平成２８年４月

１日に「勤続２０年以上」かつ「定年から１５年を減じた年齢以上」の者（注１

参照） 
 
２ 募集人数 
  若干名 
 
３ 募集期間（約３週間） 
 平成２８年３月１０日（木）０９３０から 
平成２８年４月１日（金）１８１５まで 

※ 都合により募集の期間を延長したときは直ちにその旨周知する。 
 
４ 退職すべき期間 

平成２８年３月２８日（月）から平成２８年４月３０日（土）まで 
※ 認定後、上記期間内から退職すべき期日を定め、通知する。 
※ 認定後に生じた事情により退職すべき期日に退職されると公務の能率的

な運営の確保に著しい支障を及ぼすことになる場合には、その旨及びその理

由を明示し、職員本人の書面による同意を得た上で、公務の能率的な運営を

確保するために必要な限度で当該期日を延期することがあり得る。 
 
５ 応募の手続 
⑴ 応募しようとする職員は、「応募申請書」（別紙様式第１）に必要事項を記入

の上、募集の期間内に、下記受付担当宛てに持参、郵送又は電子メールにより

提出する。 
なお、郵送の場合は、書留郵便で提出し、電子メールの場合は、提出後、募

集期間内に、受付担当に対し受信の確認を行うものとする。（受信の確認がな

いものは、無効とする。）。 
※ 応募申請書の到達日時は、郵送の場合にあっては、消印日（募集期間末日

の消印まで有効）、電子メールの場合にあっては、当該メールの受信日時と

する。 
⑵ 選定後、認定又は不認定の通知書を交付する。 
※ 平成２８年４月１日（金）までに通知する予定。 
※ 不認定になる場合は、（注２）のとおり。 



 

⑶ 応募申請書の提出後、応募を取り下げたい場合には、「応募取下げ申請書」

（別紙様式第２）を退職すべき期日の前日までに下記受付担当宛てに持参、郵

送又は電子メールにより提出する。 
なお、郵送の場合は、書留郵便で退職すべき期日の前日までに届くように郵

送するものとし（届かないものは、無効とする。）、電子メールの場合は、退職

すべき期日の前日までにメールを送信し、受付担当に対し受信の確認を行うも

のとする（受信の確認がないものは、無効とする。）。 
 
６ 本件に関する相談先（受付担当） 
  〒１６２－８８０１ 東京都新宿区市谷本村町５－１ 

大臣官房秘書課担当  
電話番号（外線）：  

（内線）：  
電子メールアドレス（部内系又は部外系のいずれかを選択し、メールを送信） 
（部内系）：  及び 

 

（部外系）：  及

び  

 

（注１）次の⑴から⑷までのいずれかに該当する職員は応募することができない 
⑴ 非常勤職員 
⑵ 臨時的任用職員、法律により任期を定めて任用される職員 
⑶ 平成２８年４月３０日（土）までに定年に達する職員 
⑷ 平成２８年３月１０日（木）（募集開始日）において懲戒処分（ただし、

故意又は重過失によらないで管理・監督に係る職務を怠った場合における

懲戒処分を除く。以下同じ。）を受けている者又は平成２８年３月１０日

（木）から平成２８年４月１日（金）まで（募集期間内）に懲戒処分を受

けた者 
 
（注２）応募者が、次の⑴から⑷までのいずれかに該当する場合には、不認定となる。 

⑴ この募集実施要項に適合しない場合 
⑵ 応募後に懲戒処分を受けた場合 
⑶ 懲戒処分を受けるべき行為をしたことを疑うに足りる相当な理由があ

る場合その他応募者に対し認定を行うことが公務に対する国民の信頼を

確保する上で支障が生ずると認められる場合 
⑷ 引き続き職務に従事することが公務の能率的運営を確保し、又は長期的

な人事管理を計画的に推進するために特に必要であると認める場合 



別添３ 

 

早期退職に係る募集実施要項 
 

１ 募集の目的 

組織の年齢別人員構成を適正化し、組織の活性化を図ることを目的と

して、次のとおり早期退職希望者の募集（国家公務員退職手当法（昭和

２８年法律第１８２号）第８条の２第１項第１号）を行う。 

 

２ 募集の対象 

平成２７年５月１日現在で５３歳に達している１等陸佐である陸上

自衛官（注１参照） 

 

３ 募集人数 

  ２名程度 

 

４ 募集の期間（約２週間） 

平成２７年４月１日（水）０９００から 

平成２７年４月１４日（火）１７００まで 

※ 都合により募集の期間を延長したときは直ちにその旨周知する。  

 

５ 退職すべき期間 

  平成２７年５月１日（金）から平成２７年５月３１日（日） 

※ 認定後、上記期間内から退職すべき期日を定め、通知する。 

※  認定後に生じた事情により退職すべき期日に退職されると公務の能

率的な運営の確保に著しい支障を及ぼすことになる場合には、その旨及

び理由を明示し、隊員本人の書面による同意を得た上で、公務の能率的

な運営を確保するために必要な限度で当該期日を延期することがあり

得る。  

 

 

 

 

 

 



６ 応募の手続き 

(1) 応募をしようとする隊員は、「応募申請書」（別紙第１）に必要事項

を記入の上、募集の期間内に、受付窓口（所属部隊等の長が指名する

者（人事担当者等））に持参により提出する。 

(2) 選定後、認定又は不認定の通知書を交付する。 

  ア 退職すべき期日の２週間前までに通知する予定 

  イ 不認定になる場合は（注２）のとおり 

(3) 応募申請書の提出後、応募を取り下げたい場合には、「応募取下げ申 

請書」（別紙第２）を退職すべき期日の前日までに応募申請書と同様の 

方法で提出する。 

 

７ 本件に関する相談先 

  陸上幕僚監部人事部 補任課長  

 

（注１）次のいずれかに該当する職員は応募をすることができない。 

① 非常勤職員 

② 臨時的任用職員、法律により任期を定めて任用される職員 

③ 平成２７年５月３１日（日）までに定年に達する職員 

④ 平成２７年４月１日（水）（募集開始日）において懲戒処分（ただ 

し、故意又は重過失によらないで管理・監督に係る職務を怠った場 

合における懲戒処分を除く。以下同じ。）を受けている者又は平成 

２７年４月１日（水）から平成２７年４月１４日（火）まで（募集 

の期間内）に懲戒処分を受けた者 

 

（注２）応募者が、次のいずれかに該当する場合には、不認定となる。 

① この募集実施要項に適合しない場合 

② 応募後に、懲戒処分を受けた場合 

③ 懲戒処分を受けるべき行為をしたことを疑うに足りる相当な理由 

がある場合その他応募者に対し認定を行うことが公務に対する国民 

の信頼を確保する上で支障を生ずると認められる場合 

  ④ 引き続き職務に従事することが公務の能率的運営を確保し、又は 

長期的な人事管理を計画的に推進するために特に必要であると認め 

る場合 

 

 



別添４ 

 

早期退職に係る募集実施要項 
 

１ 募集の目的 

組織の年齢別人員構成を適正化し、組織の活性化を図ることを目的と

して、次のとおり早期退職希望者の募集（国家公務員退職手当法（昭和

２８年法律第１８２号）第８条の２第１項第１号）を行う。 

 

２ 募集の対象 

陸将である自衛官（陸上幕僚長及び方面総監の官職にある者を除 

く。）であって、平成２７年８月１日現在、５６歳以上の者（注１参照） 

 

３ 募集人数 

  ５名程度 

 

４ 募集の期間（約２週間） 

  平成２７年６月９日（火）０９００から 

平成２７年６月２２日（月）１７００まで 

※ 都合により募集の期間を延長したときは直ちにその旨周知する。  

 

５ 退職すべき期間 

  平成２７年８月１日（土）から平成２７年８月３１日（月）まで 

※ 認定後、上記期間内から退職すべき期日を定め、通知する。 

  認定後に生じた事情により退職すべき期日に退職されると公務の能

率的な運営の確保に著しい支障を及ぼすことになる場合には、その旨及

び理由を明示し、隊員本人の書面による同意を得た上で、公務の能率的

な運営を確保するために必要な限度で当該期日を延期することがある。 

 

６ 応募の手続 

(1)  応募をしようとする隊員は、「応募申請書」（別紙第１）に必要事

項を記入の上、募集の期間内に、受付窓口（所属部隊等の長が指名す

る者（人事担当者等））に持参により提出する。 

 

 



 

(2) 選定後、認定又は不認定の通知書を交付する。 

  ア 退職すべき期日の２週間前までに通知する予定 

  イ 不認定になる場合は（注２）のとおり 

(3) 応募申請書の提出後、応募を取り下げたい場合には、「応募取下げ申 

請書」（別紙第２）を退職すべき期日の前日までに応募申請書と同様の 

方法で提出する。 

 

７ 本件に関する相談先 

  陸上幕僚監部人事部 人事部長 （電話 ） 

 

（注１）次のいずれかに該当する職員は応募をすることができない。 

① 非常勤職員 

② 臨時的任用職員、法律により任期を定めて任用される職員 

③ 平成２７年８月３１日（月）までに定年に達する職員 

④ 平成２７年６月９日（火）（募集開始日）において懲戒処分（ただ 

し、故意又は重過失によらないで管理・監督に係る職務を怠った場

合における懲戒処分を除く。以下同じ。）を受けている者又は平成 

２７年６月９日（火）から平成２７年６月２２日（月）まで（募集

の期間内）に懲戒処分を受けた者 

 

（注２）応募者が、次のいずれかに該当する場合には、不認定となる。 

① この募集実施要項に適合しない場合 

② 応募後に、懲戒処分を受けた場合 

③ 懲戒処分を受けるべき行為をしたことを疑うに足りる相当な理由 

がある場合その他応募者に対し認定を行うことが公務に対する国民 

の信頼を確保する上で支障を生ずると認められる場合 

  ④ 引き続き職務に従事することが公務の能率的運営を確保し、又は 

長期的な人事管理を計画的に推進するために特に必要であると認め 

る場合 

 

 

 

 

 



別添５ 

 

早期退職に係る募集実施要項 
 

１ 募集の目的 

組織の年齢別人員構成を適正化し、組織の活性化を図ることを目的と

して、次のとおり早期退職希望者の募集（国家公務員退職手当法（昭和

２８年法律第１８２号）第８条の２第１項第１号）を行う。 

 

２ 募集の対象 

陸将補である自衛官であって、平成２７年８月１日現在、５６歳以上

の者（注１参照） 

 

３ 募集人数 

  ７名程度 

 

４ 募集の期間（約２週間） 

  平成２７年６月９日（火）０９００から 

平成２７年６月２２日（月）１７００まで 

※ 都合により募集の期間を延長したときは直ちにその旨周知する。  

 

５ 退職すべき期間 

  平成２７年８月１日（土）から平成２７年８月３１日（月）まで 

※ 認定後、上記期間内から退職すべき期日を定め、通知する。 

  認定後に生じた事情により退職すべき期日に退職されると公務の能

率的な運営の確保に著しい支障を及ぼすことになる場合には、その旨及

び理由を明示し、隊員本人の書面による同意を得た上で、公務の能率的

な運営を確保するために必要な限度で当該期日を延期することがある。 

 

６ 応募の手続 

(1) 応募をしようとする隊員は、「応募申請書」（別紙第１）に必要事

項を記入の上、募集の期間内に、受付窓口（所属部隊等の長が指名す

る者（人事担当者等））に持参により提出する。 

 

 



 

(2) 選定後、認定又は不認定の通知書を交付する。 

  ア 退職すべき期日の２週間前までに通知する予定 

  イ 不認定になる場合は（注２）のとおり 

(3) 応募申請書の提出後、応募を取り下げたい場合には、「応募取下げ申 

請書」（別紙第２）を退職すべき期日の前日までに応募申請書と同様の 

方法で提出する。 

 

７ 本件に関する相談先 

  陸上幕僚監部人事部 人事部長 （電話 ） 

 

（注１）次のいずれかに該当する職員は応募をすることができない。 

① 非常勤職員 

② 臨時的任用職員、法律により任期を定めて任用される職員 

③ 平成２７年８月３１日（月）までに定年に達する職員 

④ 平成２７年６月９日（火）（募集開始日）において懲戒処分（ただ 

し、故意又は重過失によらないで管理・監督に係る職務を怠った場 

合における懲戒処分を除く。以下同じ。）を受けている者又は平成 

２７年６月９日（火）から平成２７年６月２２日（月）まで（募集 

の期間内）に懲戒処分を受けた者 

 

（注２）応募者が、次のいずれかに該当する場合には、不認定となる。 

① この募集実施要項に適合しない場合 

② 応募後に、懲戒処分を受けた場合 

③ 懲戒処分を受けるべき行為をしたことを疑うに足りる相当な理由 

がある場合その他応募者に対し認定を行うことが公務に対する国民 

の信頼を確保する上で支障を生ずると認められる場合 

  ④ 引き続き職務に従事することが公務の能率的運営を確保し、又は 

長期的な人事管理を計画的に推進するために特に必要であると認め 

る場合 

 

 

 

 

 



別添６ 

 

早期退職に係る募集実施要項 
 

１ 募集の目的 

組織の年齢別人員構成を適正化し、組織の活性化を図ることを目的と

して、次のとおり早期退職希望者の募集（国家公務員退職手当法（昭和

２８年法律第１８２号）第８条の２第１項第１号）を行う。 

 

２ 募集の対象 

１等陸佐である自衛官であって、平成２７年８月１日現在、５４歳以

上の者（注１参照） 

 

３ 募集人数 

  １０名程度 

 

４ 募集の期間（約２週間） 

平成２７年６月９日（火）０９００から 

平成２７年６月２２日（月）１７００まで 

※ 都合により募集の期間を延長したときは直ちにその旨周知する。  

 

５ 退職すべき期日 

  平成２７年８月１日（土） 

※ 認定後に生じた事情により退職すべき期日に退職されると公務の能

率的な運営の確保に著しい支障を及ぼすことになる場合には、その旨及

び理由を明示し、隊員本人の書面による同意を得た上で、公務の能率的

な運営を確保するために必要な限度で当該期日を延期することがある。 

 

６ 応募の手続 

(1) 応募をしようとする隊員は、「応募申請書」（別紙第１）に必要事

項を記入の上、募集の期間内に、受付窓口（所属部隊等の長が指名す

る者（人事担当者等））に持参により提出する。 

 

 

 



 

(2) 選定後、認定又は不認定の通知書を交付する。 

  ア 退職すべき期日の２週間前までに通知する予定 

  イ 不認定になる場合は（注２）のとおり 

(3) 応募申請書の提出後、応募を取り下げたい場合には、「応募取下げ申 

請書」（別紙第２）を退職すべき期日の前日までに応募申請書と同様の 

方法で提出する。 

 

７ 本件に関する相談先 

  陸上幕僚監部人事部 補任課長 （電話 ） 

 

（注１）次のいずれかに該当する職員は応募をすることができない。 

① 非常勤職員 

② 臨時的任用職員、法律により任期を定めて任用される職員 

③ 平成２７年８月１日（土）までに定年に達する職員 

④ 平成２７年６月９日（火）（募集開始日）において懲戒処分（ただ 

し、故意又は重過失によらないで管理・監督に係る職務を怠った場 

合における懲戒処分を除く。以下同じ。）を受けている者又は平成 

２７年６月９日（火）から平成２７年６月２２日（月）まで（募集 

の期間内）に懲戒処分を受けた者 

 

（注２）応募者が、次のいずれかに該当する場合には、不認定となる。 

① この募集実施要項に適合しない場合 

② 応募後に、懲戒処分を受けた場合 

③ 懲戒処分を受けるべき行為をしたことを疑うに足りる相当な理由 

がある場合その他応募者に対し認定を行うことが公務に対する国民 

の信頼を確保する上で支障を生ずると認められる場合 

  ④ 引き続き職務に従事することが公務の能率的運営を確保し、又は 

長期的な人事管理を計画的に推進するために特に必要であると認め 

る場合 

 

 

 

 

 



別添７ 

 

早期退職に係る募集実施要項 
 

１ 募集の目的 

組織の年齢別人員構成を適正化し、組織の活性化を図ることを目的と

して、次のとおり早期退職希望者の募集（国家公務員退職手当法（昭和

２８年法律第１８２号）第８条の２第１項第１号）を行う。 

 

２ 募集の対象 

陸将である自衛官（陸上幕僚長及び方面総監の官職にある者を除 

く。）であって、平成２７年１２月１日現在、５６歳以上の者（注１参

照） 

 

３ 募集人数 

  ２名程度 

 

４ 募集の期間（約２週間） 

  平成２７年１０月２０日（火）０９００から 

平成２７年１１月２日（月）１７００まで 

※ 都合により募集の期間を延長したときは直ちにその旨周知する。  

 

５ 退職すべき期間 

  平成２７年１２月１日（火）から平成２７年１２月３１日（木）まで 

※ 認定後、上記期間内から退職すべき期日を定め、通知する。 

  認定後に生じた事情により退職すべき期日に退職されると公務の能

率的な運営の確保に著しい支障を及ぼすことになる場合には、その旨及

び理由を明示し、隊員本人の書面による同意を得た上で、公務の能率的

な運営を確保するために必要な限度で当該期日を延期することがある。 

 

６ 応募の手続 

(1)  応募をしようとする隊員は、「応募申請書」（別紙第１）に必要事

項を記入の上、募集の期間内に、受付窓口（所属部隊等の長が指名す

る者（人事担当者等））に持参により提出する。 

 



 

(2) 選定後、認定又は不認定の通知書を交付する。 

  ア 退職すべき期日の２週間前までに通知する予定 

  イ 不認定になる場合は（注２）のとおり。 

(3) 応募申請書の提出後、応募を取り下げたい場合には、「応募取下げ申 

請書」（別紙第２）を退職すべき期日の前日までに応募申請書と同様の 

方法で提出する。 

 

７ 本件に関する相談先 

  陸上幕僚監部人事部 人事部長 （電話 ） 

 

（注１）次のいずれかに該当する職員は応募をすることができない。 

① 非常勤職員 

② 臨時的任用職員、法律により任期を定めて任用される職員 

③ 平成２７年１２月３１日（木）までに定年に達する職員 

④ 平成２７年１０月２０日（火）（募集開始日）において懲戒処分 

（ただし、故意又は重過失によらないで管理・監督に係る職務を怠 

った場合における懲戒処分を除く。以下同じ。）を受けている者又 

は平成２７年１０月２０日（火）から平成２７年１１月２日（月） 

まで（募集の期間内）に懲戒処分を受けた者 

 

（注２）応募者が、次のいずれかに該当する場合には、不認定となる。 

① この募集実施要項に適合しない場合 

② 応募後に、懲戒処分を受けた場合 

③ 懲戒処分を受けるべき行為をしたことを疑うに足りる相当な理由 

がある場合その他応募者に対し認定を行うことが公務に対する国民 

の信頼を確保する上で支障を生ずると認められる場合 

  ④ 引き続き職務に従事することが公務の能率的運営を確保し、又は 

長期的な人事管理を計画的に推進するために特に必要であると認め 

る場合 

 

 

 

 

 



別添８ 

 

早期退職に係る募集実施要項 
 

１ 募集の目的 

組織の年齢別人員構成を適正化し、組織の活性化を図ることを目的と

して、次のとおり早期退職希望者の募集（国家公務員退職手当法（昭和

２８年法律第１８２号）第８条の２第１項第１号）を行う。 

 

２ 募集の対象 

陸将補である自衛官であって、平成２７年１２月１日現在、５６歳以

上の者（注１参照） 

 

３ 募集人数 

  ３名程度 

 

４ 募集の期間（約２週間） 

  平成２７年１０月２０日（火）０９００から 

平成２７年１１月２日（月）１７００まで 

※ 都合により募集の期間を延長したときは直ちにその旨周知する。  

 

５ 退職すべき期間 

  平成２７年１２月１日（火）から平成２７年１２月３１日（木）まで 

※ 認定後、上記期間内から退職すべき期日を定め、通知する。 

  認定後に生じた事情により退職すべき期日に退職されると公務の能

率的な運営の確保に著しい支障を及ぼすことになる場合には、その旨及

び理由を明示し、隊員本人の書面による同意を得た上で、公務の能率的

な運営を確保するために必要な限度で当該期日を延期することがある。 

 

６ 応募の手続 

(1) 応募をしようとする隊員は、「応募申請書」（別紙第１）に必要事

項を記入の上、募集の期間内に、受付窓口（所属部隊等の長が指名す

る者（人事担当者等））に持参により提出する。 

 

 



 

(2) 選定後、認定又は不認定の通知書を交付する。 

  ア 退職すべき期日の２週間前までに通知する予定 

  イ 不認定になる場合は（注２）のとおり。 

(3) 応募申請書の提出後、応募を取り下げたい場合には、「応募取下げ申 

請書」（別紙第２）を退職すべき期日の前日までに応募申請書と同様の 

方法で提出する。 

 

７ 本件に関する相談先 

  陸上幕僚監部人事部 人事部長 （電話 ） 

 

（注１）次のいずれかに該当する職員は応募をすることができない。 

① 非常勤職員 

② 臨時的任用職員、法律により任期を定めて任用される職員 

③ 平成２７年１２月３１日（木）までに定年に達する職員 

④ 平成２７年１０月２０日（火）（募集開始日）において懲戒処分 

（ただし、故意又は重過失によらないで管理・監督に係る職務を怠 

った場合における懲戒処分を除く。以下同じ。）を受けている者又 

は平成２７年１０月２０日（火）から平成２７年１１月２日（月） 

まで（募集の期間内）に懲戒処分を受けた者 

 

（注２）応募者が、次のいずれかに該当する場合には、不認定となる。 

① この募集実施要項に適合しない場合 

② 応募後に、懲戒処分を受けた場合 

③ 懲戒処分を受けるべき行為をしたことを疑うに足りる相当な理由 

がある場合その他応募者に対し認定を行うことが公務に対する国民 

の信頼を確保する上で支障を生ずると認められる場合 

  ④ 引き続き職務に従事することが公務の能率的運営を確保し、又は 

長期的な人事管理を計画的に推進するために特に必要であると認め 

る場合 

 

 

 

 

 



別添９ 

 

早期退職に係る募集実施要項 
 

１ 募集の目的 

組織の年齢別人員構成を適正化し、組織の活性化を図ることを目的と

して、次のとおり早期退職希望者の募集（国家公務員退職手当法（昭和

２８年法律第１８２号）第８条の２第１項第１号）を行う。 

 

２ 募集の対象 

１等陸佐である自衛官であって、平成２７年１２月１日現在、５５歳

以上の者（注１参照） 

 

３ 募集人数 

  １３名程度 

 

４ 募集の期間（約２週間） 

平成２７年１０月２０日（火）０９００から 

平成２７年１１月２日（月）１７００まで 

※ 都合により募集の期間を延長したときは直ちにその旨周知する。  

 

５ 退職すべき期日 

  平成２７年１２月１日（火） 

※ 認定後に生じた事情により退職すべき期日に退職されると公務の能

率的な運営の確保に著しい支障を及ぼすことになる場合には、その旨及び

理由を明示し、隊員本人の書面による同意を得た上で、公務の能率的な運

営を確保するために必要な限度で当該期日を延期することがある。  

 

６ 応募の手続 

(1) 応募をしようとする隊員は、「応募申請書」（別紙第１）に必要事

項を記入の上、募集の期間内に、受付窓口（所属部隊等の長が指名す

る者（人事担当者等））に持参により提出する。 

 

 

 



 

(2) 選定後、認定又は不認定の通知書を交付する。 

  ア 退職すべき期日の２週間前までに通知する予定 

  イ 不認定になる場合は（注２）のとおり。 

(3) 応募申請書の提出後、応募を取り下げたい場合には、「応募取下げ申 

請書」（別紙第２）を退職すべき期日の前日までに応募申請書と同様の 

方法で提出する。 

 

７ 本件に関する相談先 

  陸上幕僚監部人事部 補任課長 （電話 ） 

 

（注１）次のいずれかに該当する職員は応募をすることができない。 

① 非常勤職員 

② 臨時的任用職員、法律により任期を定めて任用される職員 

③ 平成２７年１２月１日（火）までに定年に達する職員 

④ 平成２７年１０月２０日（火）（募集開始日）において懲戒処分 

（ただし、故意又は重過失によらないで管理・監督に係る職務を怠 

った場合における懲戒処分を除く。以下同じ。）を受けている者又 

は平成２７年１０月２０日（火）から平成２７年１１月２日（月） 

まで（募集の期間内）に懲戒処分を受けた者 

 

（注２）応募者が、次のいずれかに該当する場合には、不認定となる。 

① この募集実施要項に適合しない場合 

② 応募後に、懲戒処分を受けた場合 

③ 懲戒処分を受けるべき行為をしたことを疑うに足りる相当な理由 

がある場合その他応募者に対し認定を行うことが公務に対する国民 

の信頼を確保する上で支障を生ずると認められる場合 

  ④ 引き続き職務に従事することが公務の能率的運営を確保し、又は 

長期的な人事管理を計画的に推進するために特に必要であると認め 

る場合 

 

 

 

 

 



別添１０ 

 

早期退職に係る募集実施要項 
 

１ 募集の目的 

組織の年齢別人員構成を適正化し、組織の活性化を図ることを目的と

して、次のとおり早期退職希望者の募集（国家公務員退職手当法（昭和

２８年法律第１８２号）第８条の２第１項第１号）を行う。 

 

２ 募集の対象 

１等陸佐である自衛官であって、平成２７年１２月１８日現在、５５

歳以上の者（注１参照） 

 

３ 募集人数 

  ３名程度 

 

４ 募集の期間（約２週間） 

平成２７年１１月４日（水）０９００から 

平成２７年１１月１７日（火）１７００まで 

※ 都合により募集の期間を延長したときは直ちにその旨周知する。  

 

５ 退職すべき期日 

  平成２７年１２月１８日（金） 

※ 認定後に生じた事情により退職すべき期日に退職されると公務の能

率的な運営の確保に著しい支障を及ぼすことになる場合には、その旨及び

理由を明示し、隊員本人の書面による同意を得た上で、公務の能率的な運

営を確保するために必要な限度で当該期日を延期することがある。  

 

６ 応募の手続 

(1) 応募をしようとする隊員は、「応募申請書」（別紙第１）に必要事

項を記入の上、募集の期間内に、受付窓口（所属部隊等の長が指名す

る者（人事担当者等））に持参により提出する。 

 

 

 



 

(2) 選定後、認定又は不認定の通知書を交付する。 

  ア 退職すべき期日の２週間前までに通知する予定 

  イ 不認定になる場合は（注２）のとおり。 

(3) 応募申請書の提出後、応募を取り下げたい場合には、「応募取下げ申 

請書」（別紙第２）を退職すべき期日の前日までに応募申請書と同様の 

方法で提出する。 

 

７ 本件に関する相談先 

  陸上幕僚監部人事部 補任課長 （電話 ） 

 

（注１）次のいずれかに該当する職員は応募をすることができない。 

① 非常勤職員 

② 臨時的任用職員、法律により任期を定めて任用される職員 

③ 平成２７年１２月１８日（金）までに定年に達する職員 

④ 平成２７年１１月４日（水）（募集開始日）において懲戒処分 

（ただし、故意又は重過失によらないで管理・監督に係る職務を怠 

った場合における懲戒処分を除く。以下同じ。）を受けている者又 

は平成２７年１１月４日（水）から平成２７年１１月１７日（火） 

まで（募集の期間内）に懲戒処分を受けた者 

 

（注２）応募者が、次のいずれかに該当する場合には、不認定となる。 

① この募集実施要項に適合しない場合 

② 応募後に、懲戒処分を受けた場合 

③ 懲戒処分を受けるべき行為をしたことを疑うに足りる相当な理由 

がある場合その他応募者に対し認定を行うことが公務に対する国民 

の信頼を確保する上で支障を生ずると認められる場合 

  ④ 引き続き職務に従事することが公務の能率的運営を確保し、又は 

長期的な人事管理を計画的に推進するために特に必要であると認め 

る場合 

 

 

 

 

 



別添１１ 

 

早期退職に係る募集実施要項 
 

１ 募集の目的 

組織の年齢別人員構成を適正化し、組織の活性化を図ることを目的と

して、次のとおり早期退職希望者の募集（国家公務員退職手当法（昭和

２８年法律第１８２号）第８条の２第１項第１号）を行う。 

 

２ 募集の対象 

１等陸尉である自衛官であって、平成２７年１２月１８日現在、５３

歳以上の者（注１参照） 

 

３ 募集人数 

  ２名程度 

 

４ 募集の期間（約２週間） 

平成２７年１１月４日（水）０９００から 

平成２７年１１月１７日（火）１７００まで 

※ 都合により募集の期間を延長したときは直ちにその旨周知する。  

 

５ 退職すべき期日 

  平成２７年１２月１８日（金） 

※ 認定後に生じた事情により退職すべき期日に退職されると公務の能

率的な運営の確保に著しい支障を及ぼすことになる場合には、その旨及び

理由を明示し、隊員本人の書面による同意を得た上で、公務の能率的な運

営を確保するために必要な限度で当該期日を延期することがある。  

 

６ 応募の手続 

(1) 応募をしようとする隊員は、「応募申請書」（別紙第１）に必要事

項を記入の上、募集の期間内に、受付窓口（所属部隊等の長が指名す

る者（人事担当者等））に持参により提出する。 

 

 

 



 

(2) 選定後、認定又は不認定の通知書を交付する。 

  ア 退職すべき期日の２週間前までに通知する予定 

  イ 不認定になる場合は（注２）のとおり。 

(3) 応募申請書の提出後、応募を取り下げたい場合には、「応募取下げ申 

請書」（別紙第２）を退職すべき期日の前日までに応募申請書と同様の 

方法で提出する。 

 

７ 本件に関する相談先 

  陸上幕僚監部人事部 補任課長 （電話 ） 

 

（注１）次のいずれかに該当する職員は応募をすることができない。 

① 非常勤職員 

② 臨時的任用職員、法律により任期を定めて任用される職員 

③ 平成２７年１２月１８日（金）までに定年に達する職員 

④ 平成２７年１１月４日（水）（募集開始日）において懲戒処分 

（ただし、故意又は重過失によらないで管理・監督に係る職務を怠 

った場合における懲戒処分を除く。以下同じ。）を受けている者又 

は平成２７年１１月４日（水）から平成２７年１１月１７日（火） 

まで（募集の期間内）に懲戒処分を受けた者 

 

（注２）応募者が、次のいずれかに該当する場合には、不認定となる。 

① この募集実施要項に適合しない場合 

② 応募後に、懲戒処分を受けた場合 

③ 懲戒処分を受けるべき行為をしたことを疑うに足りる相当な理由 

がある場合その他応募者に対し認定を行うことが公務に対する国民 

の信頼を確保する上で支障を生ずると認められる場合 

  ④ 引き続き職務に従事することが公務の能率的運営を確保し、又は 

長期的な人事管理を計画的に推進するために特に必要であると認め 

る場合 

 

 

 

 

 



別添１２ 

 

早期退職に係る募集実施要項 
 

１ 募集の目的 

組織の年齢別人員構成を適正化し、組織の活性化を図ることを目的と

して、次のとおり早期退職希望者の募集（国家公務員退職手当法（昭和

２８年法律第１８２号）第８条の２第１項第１号）を行う。 

 

２ 募集の対象 

陸将である自衛官（陸上幕僚長及び方面総監の官職にある者を除 

く。）であって、平成２８年３月１日現在、５６歳以上の者（注１参照） 

 

３ 募集人数 

  ４名程度 

 

４ 募集の期間（約２週間） 

  平成２８年２月４日（木）０９００から 

平成２８年２月１７日（水）１７００まで 

※ 都合により募集の期間を延長したときは直ちにその旨周知する。  

 

５ 退職すべき期間 

  平成２８年３月１日（火）から平成２８年３月３１日（木）まで 

※ 認定後、上記期間内から退職すべき期日を定め、通知する。 

  認定後に生じた事情により退職すべき期日に退職されると公務の能

率的な運営の確保に著しい支障を及ぼすことになる場合には、その旨及

び理由を明示し、隊員本人の書面による同意を得た上で、公務の能率的

な運営を確保するために必要な限度で当該期日を延期することがある。 

 

６ 応募の手続 

(1)  応募をしようとする隊員は、「応募申請書」（別紙第１）に必要事

項を記入の上、募集の期間内に、受付窓口（所属部隊等の長が指名す

る者（人事担当者等））に持参により提出する。 

 

 



 

 

(2) 選定後、認定又は不認定の通知書を交付する。 

  ア 退職すべき期日の２週間前までに通知する予定 

  イ 不認定になる場合は（注２）のとおり。 

(3) 応募申請書の提出後、応募を取り下げたい場合には、「応募取下げ申 

請書」（別紙第２）を退職すべき期日の前日までに応募申請書と同様の 

方法で提出する。 

 

７ 本件に関する相談先 

  陸上幕僚監部人事部 人事部長 （電話 ） 

 

（注１）次のいずれかに該当する職員は応募をすることができない。 

① 非常勤職員 

② 臨時的任用職員、法律により任期を定めて任用される職員 

③ 平成２８年３月３１日（木）までに定年に達する職員 

④ 平成２８年２月４日（木）（募集開始日）において懲戒処分 

（ただし、故意又は重過失によらないで管理・監督に係る職務を怠 

った場合における懲戒処分を除く。以下同じ。）を受けている者又 

は平成２８年２月４日（木）から平成２８年２月１７日（水）まで 

（募集の期間内）に懲戒処分を受けた者 

 

（注２）応募者が、次のいずれかに該当する場合には、不認定となる。 

① この募集実施要項に適合しない場合 

② 応募後に、懲戒処分を受けた場合 

③ 懲戒処分を受けるべき行為をしたことを疑うに足りる相当な理由 

がある場合その他応募者に対し認定を行うことが公務に対する国民 

の信頼を確保する上で支障を生ずると認められる場合 

  ④ 引き続き職務に従事することが公務の能率的運営を確保し、又は 

長期的な人事管理を計画的に推進するために特に必要であると認め 

る場合 

 

 

 

 



別添１３ 

 

早期退職に係る募集実施要項 
 

１ 募集の目的 

組織の年齢別人員構成を適正化し、組織の活性化を図ることを目的と

して、次のとおり早期退職希望者の募集（国家公務員退職手当法（昭和

２８年法律第１８２号）第８条の２第１項第１号）を行う。 

 

２ 募集の対象 

陸将補である自衛官であって、平成２８年３月１日現在、５６歳以上

の者（注１参照） 

 

３ 募集人数 

  ５名程度 

 

４ 募集の期間（約２週間） 

  平成２８年２月４日（木）０９００から 

平成２８年２月１７日（水）１７００まで 

※ 都合により募集の期間を延長したときは直ちにその旨周知する。  

 

５ 退職すべき期間 

  平成２８年３月１日（火）から平成２８年３月３１日（木）まで 

※ 認定後、上記期間内から退職すべき期日を定め、通知する。 

  認定後に生じた事情により退職すべき期日に退職されると公務の能

率的な運営の確保に著しい支障を及ぼすことになる場合には、その旨及

び理由を明示し、隊員本人の書面による同意を得た上で、公務の能率的

な運営を確保するために必要な限度で当該期日を延期することがある。 

 

６ 応募の手続 

(1) 応募をしようとする隊員は、「応募申請書」（別紙第１）に必要事

項を記入の上、募集の期間内に、受付窓口（所属部隊等の長が指名す

る者（人事担当者等））に持参により提出する。 

 

 



 

 

(2) 選定後、認定又は不認定の通知書を交付する。 

  ア 退職すべき期日の２週間前までに通知する予定 

  イ 不認定になる場合は（注２）のとおり。 

(3) 応募申請書の提出後、応募を取り下げたい場合には、「応募取下げ申 

請書」（別紙第２）を退職すべき期日の前日までに応募申請書と同様の 

方法で提出する。 

 

７ 本件に関する相談先 

  陸上幕僚監部人事部 人事部長 （電話 ） 

 

（注１）次のいずれかに該当する職員は応募をすることができない。 

① 非常勤職員 

② 臨時的任用職員、法律により任期を定めて任用される職員 

③ 平成２８年３月３１日（木）までに定年に達する職員 

④ 平成２８年２月４日（木）（募集開始日）において懲戒処分 

（ただし、故意又は重過失によらないで管理・監督に係る職務を怠 

った場合における懲戒処分を除く。以下同じ。）を受けている者又 

は平成２８年２月４日（木）から平成２８年２月１７日（水）まで 

（募集の期間内）に懲戒処分を受けた者 

 

（注２）応募者が、次のいずれかに該当する場合には、不認定となる。 

① この募集実施要項に適合しない場合 

② 応募後に、懲戒処分を受けた場合 

③ 懲戒処分を受けるべき行為をしたことを疑うに足りる相当な理由 

がある場合その他応募者に対し認定を行うことが公務に対する国民 

の信頼を確保する上で支障を生ずると認められる場合 

  ④ 引き続き職務に従事することが公務の能率的運営を確保し、又は 

長期的な人事管理を計画的に推進するために特に必要であると認め 

る場合 

 

 

 

 



別添１４ 

 

早期退職に係る募集実施要項 
 

１ 募集の目的 

組織の年齢別人員構成を適正化し、組織の活性化を図ることを目的と

して、次のとおり早期退職希望者の募集（国家公務員退職手当法（昭和

２８年法律第１８２号）第８条の２第１項第１号）を行う。 

 

２ 募集の対象 

１等陸佐である自衛官であって、平成２８年３月１日現在、５５歳以

上の者（注１参照） 

 

３ 募集人数 

  ２２名程度 

 

４ 募集の期間（約２週間） 

平成２８年２月４日（木）０９００から 

平成２８年２月１７日（水）１７００まで 

※ 都合により募集の期間を延長したときは直ちにその旨周知する。  

 

５ 退職すべき期日 

  平成２８年３月２３日（水） 

※ 認定後に生じた事情により退職すべき期日に退職されると公務の能

率的な運営の確保に著しい支障を及ぼすことになる場合には、その旨及

び理由を明示し、隊員本人の書面による同意を得た上で、公務の能率的

な運営を確保するために必要な限度で当該期日を延期することがある。 

 

６ 応募の手続 

(1) 応募をしようとする隊員は、「応募申請書」（別紙第１）に必要事

項を記入の上、募集の期間内に、受付窓口（所属部隊等の長が指名す

る者（人事担当者等））に持参により提出する。 

 

 

 



 

(2) 選定後、認定又は不認定の通知書を交付する。 

  ア 退職すべき期日の２週間前までに通知する予定 

  イ 不認定になる場合は（注２）のとおり。 

(3) 応募申請書の提出後、応募を取り下げたい場合には、「応募取下げ申 

請書」（別紙第２）を退職すべき期日の前日までに応募申請書と同様の 

方法で提出する。 

 

７ 本件に関する相談先 

  陸上幕僚監部人事部 補任課長 （電話 ） 

 

（注１）次のいずれかに該当する職員は応募をすることができない。 

① 非常勤職員 

② 臨時的任用職員、法律により任期を定めて任用される職員 

③ 平成２８年３月２３日（水）までに定年に達する職員 

④ 平成２８年２月４日（木）（募集開始日）において懲戒処分 

（ただし、故意又は重過失によらないで管理・監督に係る職務を怠 

った場合における懲戒処分を除く。以下同じ。）を受けている者又 

は平成２８年２月４日（木）から平成２８年２月１７日（水）まで 

（募集の期間内）に懲戒処分を受けた者 

 

（注２）応募者が、次のいずれかに該当する場合には、不認定となる。 

① この募集実施要項に適合しない場合 

② 応募後に、懲戒処分を受けた場合 

③ 懲戒処分を受けるべき行為をしたことを疑うに足りる相当な理由 

がある場合その他応募者に対し認定を行うことが公務に対する国民 

の信頼を確保する上で支障を生ずると認められる場合 

  ④ 引き続き職務に従事することが公務の能率的運営を確保し、又は 

長期的な人事管理を計画的に推進するために特に必要であると認め 

る場合 

 

 

 

 

 



別添１５ 

 

早期退職に係る募集実施要項 
 

１ 募集の目的 

組織の年齢別人員構成を適正化し、組織の活性化を図ることを目的と

して、次のとおり早期退職希望者の募集（国家公務員退職手当法（昭和

２８年法律第１８２号）第８条の２第１項第１号）を行う。 

 

２ 募集の対象 

２等陸佐及び３等陸佐である自衛官であって、平成２８年３月１日現

在、５３歳以上の者（注１参照） 

 

３ 募集人数 

(1) ２等陸佐 ２名程度 

(2) ３等陸佐 ４名程度 

 

４ 募集の期間（約２週間） 

平成２８年２月４日（木）０９００から 

平成２８年２月１７日（水）１７００まで 

※ 都合により募集の期間を延長したときは直ちにその旨周知する。  

 

５ 退職すべき期日 

  平成２８年３月２３日（水） 

※ 認定後に生じた事情により退職すべき期日に退職されると公務の能

率的な運営の確保に著しい支障を及ぼすことになる場合には、その旨及

び理由を明示し、隊員本人の書面による同意を得た上で、公務の能率的

な運営を確保するために必要な限度で当該期日を延期することがある。 

 

６ 応募の手続 

(1) 応募をしようとする隊員は、「応募申請書」（別紙第１）に必要事

項を記入の上、募集の期間内に、受付窓口（所属部隊等の長が指名す

る者（人事担当者等））に持参により提出する。 

 

 



 

(2) 選定後、認定又は不認定の通知書を交付する。 

  ア 退職すべき期日の２週間前までに通知する予定 

  イ 不認定になる場合は（注２）のとおり。 

(3) 応募申請書の提出後、応募を取り下げたい場合には、「応募取下げ申 

請書」（別紙第２）を退職すべき期日の前日までに応募申請書と同様の 

方法で提出する。 

 

７ 本件に関する相談先 

  陸上幕僚監部人事部 補任課長 （電話 ） 

 

（注１）次のいずれかに該当する職員は応募をすることができない。 

① 非常勤職員 

② 臨時的任用職員、法律により任期を定めて任用される職員 

③ 平成２８年３月２３日（水）までに定年に達する職員 

④ 平成２８年２月４日（木）（募集開始日）において懲戒処分 

（ただし、故意又は重過失によらないで管理・監督に係る職務を怠 

った場合における懲戒処分を除く。以下同じ。）を受けている者又 

は平成２８年２月４日（木）から平成２８年２月１７日（水）まで 

（募集の期間内）に懲戒処分を受けた者 

 

（注２）応募者が、次のいずれかに該当する場合には、不認定となる。 

① この募集実施要項に適合しない場合 

② 応募後に、懲戒処分を受けた場合 

③ 懲戒処分を受けるべき行為をしたことを疑うに足りる相当な理由 

がある場合その他応募者に対し認定を行うことが公務に対する国民 

の信頼を確保する上で支障を生ずると認められる場合 

  ④ 引き続き職務に従事することが公務の能率的運営を確保し、又は 

長期的な人事管理を計画的に推進するために特に必要であると認め 

る場合 

 

 

 

 

 



別添１６ 

 

 

早期退職に係る募集実施要項 
 

１ 募集の目的 

組織の年齢別人員構成を適正化し、組織の活性化を図ることを目的として、次

のとおり早期退職希望者の募集（国家公務員退職手当法（昭和２８年法律第１８

２号）第８条の２第１項第１号）を行う。 

 

２ 募集の対象 

（１）平成２７年８月３１日時点で５７歳に達している海将（募集開始日において、

国家公務員退職手当法施行令（昭和２８年政令第２１５号）第３条第４号ヘに

定める任命権者又はその委任を受けた者がその任命を行うに際し内閣の承認を

得た職（統合幕僚長、海上幕僚長、自衛艦隊司令官、横須賀地方総監、呉地方

総監及び佐世保地方総監）にある者を除く。）である海上自衛官（注１参照） 

（２）平成２７年８月３１日時点で５６歳に達している海将補である海上自衛官（注

１参照） 

 

３ 募集人数 

６ 名 

 

４ 募集の期間（約２週間） 

  平成２７年 ６月１５日（月）０９００から 

平成２７年 ６月２６日（金）１７００まで 

※ 都合により募集の期間を延長したときは直ちにその旨周知する。 

 

５ 退職すべき期間 

  平成２７年７月２１日（火）から平成２７年８月３１日（月）まで 

※ 認定後、上記期間内から退職すべき期日を定め、通知する。 

※ 認定後に生じた事情により退職すべき期日に退職されると公務の能率的な運営

の確保に著しい支障を及ぼすことになる場合には、その旨及び理由を明示し、隊

員本人の書面による同意を得た上で、公務の能率的な運営を確保するために必要

な限度で当該期日を延期することがあり得る。 

                                     

  



 

６ 応募の手続 

（１）応募をしようとする隊員は、「応募申請書」（付紙第１）に必要事項を記入の

上、募集の期間内に海上幕僚監部人事教育部長宛に郵送、逓送又は持参により

提出する。 

   郵送先：東京都新宿区市谷本村町５-１ 

（２）選定後、認定又は不認定の通知書を交付する。 

ア 退職すべき期日の１週間前までに通知する予定 

イ 不認定になる場合は（注２）のとおり 

（３）応募申請書の提出後、応募を取り下げたい場合には、「応募取下げ申請書」 

（付紙第２）を退職すべき期日の前日までに応募申請書と同様の方法で提出する。 

 

７ 本件に関する相談先・受付窓口 

  海上幕僚監部人事教育部長    

  電話：０３-３２６８-３１１１（内線）  

 

（注１）次のいずれかに該当する職員は応募をすることができない。 

① 非常勤職員 

② 臨時的任用職員、法律により任期を定めて任用される職員 

③ 平成２７年８月３１日（月）までに定年に達する職員 

④ 平成２７年６月１５日（月）（募集開始日）において懲戒処分（ただし、故

意又は重過失によらないで管理・監督に係る職務を怠った場合における懲戒

処分を除く。以下同じ。）を受けている者又は平成２７年６月１５日（月）か

ら平成２７年６月２６日（金）（募集の期間内）までに懲戒処分を受けた者 

 

（注２）応募者が、次のいずれかに該当する場合には、不認定となる。 

① この募集実施要項に適合しない場合 

② 応募後に、懲戒処分を受けた場合 

③ 懲戒処分を受けるべき行為をしたことを疑うに足りる相当な理由がある場

合その他応募者に対し認定を行うことが公務に対する国民の信頼を確保する

上で支障を生ずると認められる場合 

  ④ 引き続き職務に従事することが公務の能率的運営を確保し、又は長期的な

人事管理を計画的に推進するために特に必要であると認める場合 

 

 



別添１７ 

 

早期退職に係る募集実施要項 
 

１ 募集の目的 

組織の年齢別人員構成を適正化し、組織の活性化を図ることを目的として、次

のとおり早期退職希望者の募集（国家公務員退職手当法（昭和２８年法律第１８

２号）第８条の２第１項第１号）を行う。 

 

２ 募集の対象 

平成２６年１１月３０日時点で５５歳、かつ１等海佐在官６年以上の海上自衛

官であって、募集開始日において防衛省の職員の給与等に関する法律（昭和２７

年法律第２６６号）別表第２の１等海佐（二）以上の適用を受ける者（注１参照） 

 

３ 募集人数 

  ５名 

 

４ 募集の期間（約１週間） 

  平成２７年６月２２日（月）０９００から 

平成２７年６月３０日（火）１７００まで 

※ 都合により募集の期間を延長したときは直ちにその旨周知する。 

 

５ 退職すべき期間 

  平成２７年８月３日（月）から平成２７年８月１４日（金） 

※ 認定後、上記期間内から退職すべき期日を定め、通知する。 

※ 認定後に生じた事情により退職すべき期日に退職されると公務の能率的な運営

の確保に著しい支障を及ぼすことになる場合には、その旨及び理由を明示し、隊

員本人の書面による同意を得た上で、公務の能率的な運営を確保するために必要

な限度で当該期日を延期することがあり得る。 

 

６ 応募の手続 

(1) 応募をしようとする隊員は、「応募申請書」（付紙第１）に必要事項を記入の

上、募集の期間内に下記受付窓口に郵送、逓送又は持参により提出する。 

(2) 選定後、認定又は不認定の通知書を交付する。 

ア 退職すべき期日の１週間前までに通知する予定 

  イ 不認定になる場合は（注２）のとおり 



 

 (3) 応募申請書の提出後、応募を取り下げたい場合には、「応募取下げ申請書」 

（付紙第２）を退職すべき期日の前日までに応募申請書と同様の方法で提出する。 

 

７ 本件に関する相談先・受付窓口 

  海上幕僚監部人事教育部補任課長     

  郵送先：東京都新宿区市谷本村町５-１ 

電話：０３-３２６８-３１１１（内線）  

 

（注１）次のいずれかに該当する職員は応募をすることができない。 

① 非常勤職員 

② 臨時的任用職員、法律により任期を定めて任用される職員 

③ 平成２７年８月１４日（金）までに定年に達する職員 

④ 平成２７年６月２２日（月）（募集開始日）において懲戒処分（ただし、故

意又は重過失によらないで管理・監督に係る職務を怠った場合における懲戒

処分を除く。以下同じ。）を受けている者又は平成２７年６月２２日（月）か

ら平成２７年６月３０日（火）まで（募集の期間内）に懲戒処分を受けた者 

 

（注２）応募者が、次のいずれかに該当する場合には、不認定となる。 

① この募集実施要項に適合しない場合 

② 応募後に、懲戒処分を受けた場合 

③ 懲戒処分を受けるべき行為をしたことを疑うに足りる相当な理由がある場

合その他応募者に対し認定を行うことが公務に対する国民の信頼を確保する

上で支障を生ずると認められる場合 

  ④ 引き続き職務に従事することが公務の能率的運営を確保し、又は長期的な

人事管理を計画的に推進するために特に必要であると認める場合 

 

 

 

 

 



別添１８ 

 

早期退職に係る募集実施要項 
 

１ 募集の目的 

組織の年齢別人員構成を適正化し、組織の活性化を図ることを目的として、次

のとおり早期退職希望者の募集（国家公務員退職手当法（昭和２８年法律第１８

２号）第８条の２第１項第１号）を行う。 

 

２ 募集の対象 

平成２６年１１月３０日時点で５５歳、かつ１等海佐在官６年以上の海上自衛

官であって、募集開始日において防衛省の職員の給与等に関する法律（昭和２７

年法律第２６６号）別表第２の１等海佐（二）以上の適用を受ける者（注１参照） 

 

３ 募集人数 

  ２名 

 

４ 募集の期間（約１週間） 

  平成２７年７月１３日（月）０９００から 

平成２７年７月２１日（火）１７００まで 

※ 都合により募集の期間を延長したときは直ちにその旨周知する。 

 

５ 退職すべき期間 

  平成２７年８月１７日（月）から平成２７年９月１１日（金） 

※ 認定後、上記期間内から退職すべき期日を定め、通知する。 

※ 認定後に生じた事情により退職すべき期日に退職されると公務の能率的な運営

の確保に著しい支障を及ぼすことになる場合には、その旨及び理由を明示し、隊

員本人の書面による同意を得た上で、公務の能率的な運営を確保するために必要

な限度で当該期日を延期することがあり得る。 

 

６ 応募の手続 

(1) 応募をしようとする隊員は、「応募申請書」（付紙第１）に必要事項を記入の

上、募集の期間内に下記受付窓口に郵送、逓送又は持参により提出する。 

(2) 選定後、認定又は不認定の通知書を交付する。 

ア 退職すべき期日の１週間前までに通知する予定 

  イ 不認定になる場合は（注２）のとおり 



 

 (3) 応募申請書の提出後、応募を取り下げたい場合には、「応募取下げ申請書」 

（付紙第２）を退職すべき期日の前日までに応募申請書と同様の方法で提出する。 

 

７ 本件に関する相談先・受付窓口 

  海上幕僚監部人事教育部補任課長     

  郵送先：東京都新宿区市谷本村町５-１ 

電話：０３-３２６８-３１１１（内線）  

 

（注１）次のいずれかに該当する職員は応募をすることができない。 

① 非常勤職員 

② 臨時的任用職員、法律により任期を定めて任用される職員 

③ 平成２７年９月１１日（金）までに定年に達する職員 

④ 平成２７年７月１３日（月）（募集開始日）において懲戒処分（ただし、故

意又は重過失によらないで管理・監督に係る職務を怠った場合における懲戒

処分を除く。以下同じ。）を受けている者又は平成２７年７月１３日（月）か

ら平成２７年７月２１日（火）まで（募集の期間内）に懲戒処分を受けた者 

 

（注２）応募者が、次のいずれかに該当する場合には、不認定となる。 

① この募集実施要項に適合しない場合 

② 応募後に、懲戒処分を受けた場合 

③ 懲戒処分を受けるべき行為をしたことを疑うに足りる相当な理由がある場

合その他応募者に対し認定を行うことが公務に対する国民の信頼を確保する

上で支障を生ずると認められる場合 

  ④ 引き続き職務に従事することが公務の能率的運営を確保し、又は長期的な

人事管理を計画的に推進するために特に必要であると認める場合 

 

 

 

 

 



             

 

 

別添１９ 

 

早期退職に係る募集実施要項 
 

１ 募集の目的 

組織の年齢別人員構成を適正化し、組織の活性化を図ることを目的として、次

のとおり早期退職希望者の募集（国家公務員退職手当法（昭和２８年法律第１８

２号）第８条の２第１項第１号）を行う。 

 

２ 募集の対象 

平成２７年４月１日時点で５５歳の海上自衛官であって、かつ募集開始日にお

いて防衛省の職員の給与等に関する法律（昭和２７年法律第２６６号）別表第２

の１等海佐（一）又は１等海佐（二）の適用を受ける者（注１参照） 

 

３ 募集人数 

  ５名 

 

４ 募集の期間（約１週間） 

  平成２７年１０月２６日（月）０９００から 

平成２７年１０月３０日（金）１７００まで 

※ 都合により募集の期間を延長したときは直ちにその旨周知する。 

 

５ 退職すべき期間 

  平成２７年１２月１日（火）から平成２７年１２月４日（金）まで 

※ 認定後、上記期間内から退職すべき期日を定め、通知する。 

※ 認定後に生じた事情により退職すべき期日に退職されると公務の能率的な運営

の確保に著しい支障を及ぼすことになる場合には、その旨及び理由を明示し、隊

員本人の書面による同意を得た上で、公務の能率的な運営を確保するために必要

な限度で当該期日を延期することがあり得る。 

 

６ 応募の手続 

(1) 応募をしようとする隊員は、「応募申請書」（付紙第１）に必要事項を記入の

上、募集の期間内に下記受付窓口に郵送、逓送又は持参により提出する。 

(2) 選定後、認定又は不認定の通知書を交付する。 



 

ア 退職すべき期日の１週間前までに通知する予定 

  イ 不認定になる場合は（注２）のとおり 

 (3) 応募申請書の提出後、応募を取り下げたい場合には、「応募取下げ申請書」 

（付紙第２）を退職すべき期日の前日までに応募申請書と同様の方法で提出する。 

 

７ 本件に関する相談先・受付窓口 

  海上幕僚監部人事教育部補任課長     

  郵送先：東京都新宿区市谷本村町５-１ 

電話：０３-３２６８-３１１１（内線）  

 

（注１）次のいずれかに該当する職員は応募をすることができない。 

① 非常勤職員 

② 臨時的任用職員、法律により任期を定めて任用される職員 

③ 平成２７年１２月４日（金）までに定年に達する職員 

④ 平成２７年１０月２６日（月）（募集開始日）において懲戒処分（ただし、

故意又は重過失によらないで管理・監督に係る職務を怠った場合における懲

戒処分を除く。以下同じ。）を受けている者又は平成２７年１０月２６日（月）

から平成２７年１０月３０日（金）まで（募集の期間内）に懲戒処分を受け

た者 

 

（注２）応募者が、次のいずれかに該当する場合には、不認定となる。 

① この募集実施要項に適合しない場合 

② 応募後に、懲戒処分を受けた場合 

③ 懲戒処分を受けるべき行為をしたことを疑うに足りる相当な理由がある場

合その他応募者に対し認定を行うことが公務に対する国民の信頼を確保する

上で支障を生ずると認められる場合 

  ④ 引き続き職務に従事することが公務の能率的運営を確保し、又は長期的な

人事管理を計画的に推進するために特に必要であると認める場合 

 

 

 



別添２０ 

 

 

早期退職に係る募集実施要項 
 

１ 募集の目的 

組織の年齢別人員構成を適正化し、組織の活性化を図ることを目的として、次

のとおり早期退職希望者の募集（国家公務員退職手当法（昭和２８年法律第１８

２号）第８条の２第１項第１号）を行う。 

 

２ 募集の対象 

（１）平成２７年１１月３０日時点で５６歳に達している海将補である海上自衛官

（注１参照） 

 

３ 募集人数 

２ 名 

 

４ 募集の期間（約２週間） 

  平成２７年１１月 ２日（月）０９００から 

平成２７年１１月１３日（金）１７００まで 

※ 都合により募集の期間を延長したときは直ちにその旨周知する。 

 

５ 退職すべき期間 

  平成２７年１２月１日（火）から平成２７年１２月２８日（月）まで 

※ 認定後、上記期間内から退職すべき期日を定め、通知する。 

※ 認定後に生じた事情により退職すべき期日に退職されると公務の能率的な運営

の確保に著しい支障を及ぼすことになる場合には、その旨及び理由を明示し、隊

員本人の書面による同意を得た上で、公務の能率的な運営を確保するために必要

な限度で当該期日を延期することがあり得る。 

                                     

  



 

６ 応募の手続 

（１）応募をしようとする隊員は、「応募申請書」（付紙第１）に必要事項を記入の

上、募集の期間内に海上幕僚監部人事教育部長宛に郵送、逓送又は持参により

提出する。 

   郵送先：東京都新宿区市谷本村町５-１ 

（２）選定後、認定又は不認定の通知書を交付する。 

ア 退職すべき期日の１週間前までに通知する予定 

イ 不認定になる場合は（注２）のとおり 

（３）応募申請書の提出後、応募を取り下げたい場合には、「応募取下げ申請書」 

（付紙第２）を退職すべき期日の前日までに応募申請書と同様の方法で提出する。 

 

７ 本件に関する相談先・受付窓口 

  海上幕僚監部人事教育部長    

  電話：０３-３２６８-３１１１（内線）  

 

（注１）次のいずれかに該当する職員は応募をすることができない。 

① 非常勤職員 

② 臨時的任用職員、法律により任期を定めて任用される職員 

③ 平成２７年１２月２８日（月）までに定年に達する職員 

④ 平成２７年１１月２日（月）（募集開始日）において懲戒処分（ただし、故

意又は重過失によらないで管理・監督に係る職務を怠った場合における懲戒

処分を除く。以下同じ。）を受けている者又は平成２７年１１月２日（月）か

ら平成２７年１１月１３日（金）まで（募集の期間内）に懲戒処分を受けた

者 

 

（注２）応募者が、次のいずれかに該当する場合には、不認定となる。 

① この募集実施要項に適合しない場合 

② 応募後に、懲戒処分を受けた場合 

③ 懲戒処分を受けるべき行為をしたことを疑うに足りる相当な理由がある場

合その他応募者に対し認定を行うことが公務に対する国民の信頼を確保する

上で支障を生ずると認められる場合 

  ④ 引き続き職務に従事することが公務の能率的運営を確保し、又は長期的な

人事管理を計画的に推進するために特に必要であると認める場合 

 

 



別添２１ 

 

 

早期退職に係る募集実施要項 
 

１ 募集の目的 

組織の年齢別人員構成を適正化し、組織の活性化を図ることを目的として、次

のとおり早期退職希望者の募集（国家公務員退職手当法（昭和２８年法律第１８

２号）第８条の２第１項第１号）を行う。 

 

２ 募集の対象 

平成２８年３月３１日時点で５６歳に達している海将補である海上自衛官（注

１参照） 

 

３ 募集人数 

２ 名 

 

４ 募集の期間（約２週間） 

  平成２８年２月１５日（月）０９００から 

平成２８年２月２６日（金）１７００まで 

※ 都合により募集の期間を延長したときは直ちにその旨周知する。 

 

５ 退職すべき期間 

  平成２８年３月１４日（月）から平成２８年４月１日（金）まで 

※ 認定後、上記期間内から退職すべき期日を定め、通知する。 

※ 認定後に生じた事情により退職すべき期日に退職されると公務の能率的な運営

の確保に著しい支障を及ぼすことになる場合には、その旨及び理由を明示し、隊

員本人の書面による同意を得た上で、公務の能率的な運営を確保するために必要

な限度で当該期日を延期することがあり得る。 

                                     

  



 

６ 応募の手続 

（１）応募をしようとする隊員は、「応募申請書」（付紙第１）に必要事項を記入の

上、募集の期間内に海上幕僚監部人事教育部長宛に郵送、逓送又は持参により

提出する。 

   郵送先：東京都新宿区市谷本村町５-１ 

（２）選定後、認定又は不認定の通知書を交付する。 

ア 退職すべき期日の１週間前までに通知する予定 

イ 不認定になる場合は（注２）のとおり 

（３）応募申請書の提出後、応募を取り下げたい場合には、「応募取下げ申請書」 

（付紙第２）を退職すべき期日の前日までに応募申請書と同様の方法で提出する。 

 

７ 本件に関する相談先・受付窓口 

  海上幕僚監部人事教育部長    

  電話：０３-３２６８-３１１１（内線）  

 

（注１）次のいずれかに該当する職員は応募をすることができない。 

① 非常勤職員 

② 臨時的任用職員、法律により任期を定めて任用される職員 

③ 平成２８年４月１日（金）までに定年に達する職員 

④ 平成２８年２月１５日（月）（募集開始日）において懲戒処分（ただし、故

意又は重過失によらないで管理・監督に係る職務を怠った場合における懲戒

処分を除く。以下同じ。）を受けている者又は平成２８年２月１５日（月）か

ら平成２８年２月２６日（金）まで（募集の期間内）に懲戒処分を受けた者 

 

（注２）応募者が、次のいずれかに該当する場合には、不認定となる。 

① この募集実施要項に適合しない場合 

② 応募後に、懲戒処分を受けた場合 

③ 懲戒処分を受けるべき行為をしたことを疑うに足りる相当な理由がある場

合その他応募者に対し認定を行うことが公務に対する国民の信頼を確保する

上で支障を生ずると認められる場合 

  ④ 引き続き職務に従事することが公務の能率的運営を確保し、又は長期的な

人事管理を計画的に推進するために特に必要であると認める場合 

 

 



 

別添２２ 

 

早期退職に係る募集実施要項 
 

１ 募集の目的 

組織の年齢別人員構成を適正化し、組織の活性化を図ることを目的として、次

のとおり早期退職希望者の募集（国家公務員退職手当法（昭和２８年法律第１８

２号）第８条の２第１項第１号）を行う。 

 

２ 募集の対象 

平成２７年７月３１日時点で５５歳に達している１等海佐である自衛官 

（注１参照） 

 

３ 募集人数 

  ６名 

 

４ 募集の期間（約１週間） 

  平成２８年２月１７日（水）０９００から 

平成２８年２月２６日（金）１７００まで 

※ 都合により募集の期間を延長したときは直ちにその旨周知する。 

 

５ 退職すべき期間 

  平成２８年３月２２日（火）から平成２８年４月１日（金）まで 

※ 認定後、上記期間内から退職すべき期日を定め、通知する。 

※ 認定後に生じた事情により退職すべき期日に退職されると公務の能率的な運営

の確保に著しい支障を及ぼすことになる場合には、その旨及び理由を明示し、隊

員本人の書面による同意を得た上で、公務の能率的な運営を確保するために必要

な限度で当該期日を延期することがあり得る。 

 

 

６ 応募の手続 

(1) 応募をしようとする隊員は、「応募申請書」（付紙第１）に必要事項を記入の

上、募集の期間内に下記受付窓口に郵送、逓送又は持参により提出する。 

(2) 選定後、認定又は不認定の通知書を交付する。 

ア 退職すべき期日の１週間前までに通知する予定 

  イ 不認定になる場合は（注２）のとおり 



 

(3) 応募申請書の提出後、応募を取り下げたい場合には、「応募取下げ申請書」 

（付紙第２）を退職すべき期日の前日までに応募申請書と同様の方法で提出する。 

 

７ 本件に関する相談先・受付窓口 

  海上幕僚監部人事教育部補任課長     

  郵送先：東京都新宿区市谷本村町５-１ 

電話：０３-３２６８-３１１１（内線）  

 

（注１）次のいずれかに該当する職員は応募をすることができない。 

① 非常勤職員 

② 臨時的任用職員、法律により任期を定めて任用される職員 

③ 平成２８年４月１日（金）までに定年に達する職員 

④ 平成２８年２月１７日（水）（募集開始日）において懲戒処分（ただし、故

意又は重過失によらないで管理・監督に係る職務を怠った場合における懲戒

処分を除く。以下同じ。）を受けている者又は平成２８年２月１７日（水）か

ら平成２８年２月２６日（金）まで（募集の期間内）に懲戒処分を受けた者 

 

（注２）応募者が、次のいずれかに該当する場合には、不認定となる。 

① この募集実施要項に適合しない場合 

② 応募後に、懲戒処分を受けた場合 

③ 懲戒処分を受けるべき行為をしたことを疑うに足りる相当な理由がある場

合その他応募者に対し認定を行うことが公務に対する国民の信頼を確保する

上で支障を生ずると認められる場合 

  ④ 引き続き職務に従事することが公務の能率的運営を確保し、又は長期的な

人事管理を計画的に推進するために特に必要であると認める場合 

 

 

 

 

 



別添２３

早期退職に係る募集実施要項

１ 募集の目的

組織の年齢別人員構成を適正化し、組織の活性化を図ることを目的と

して、次のとおり早期退職希望者の募集（国家公務員退職手当法（昭和

２８年法律第１８２号）第８条の２第１項第１号）を行う。

２ 募集の対象

１等空佐以上の階級にある者で、平成２７年８月１日までに５５歳以

上の者（注１参照）

３ 募集人数

９名

４ 募集の期間（１０日間）

平成２７年６月２３日（火）０９００から

平成２７年７月 ２日（木）１７００まで

※都合により募集の期間を延長したときは直ちにその旨周知する。

５ 退職すべき期間

平成２７年８月１日（土）～平成２７年８月１０日（月）

※認定に合わせ、当該期間内から退職すべき期日を定め、別に通知す

る。

※認定後に生じた事情により退職すべき期日に退職されると公務の能

率的な運営の確保に著しい支障を及ぼすことになる場合には、本人

に対し、その旨及び理由を明示し、隊員本人の書面による同意を得

た上で、公務の能率的な運営を確保するために必要な限度で当該期

日を延期することがあり得る。

６ 応募の手続

（１）早期退職募集に応募する者は 「応募申請書 （付紙第１）に必要事、 」

項を記入の上、募集の期間内に受付窓口（所属部隊等の長が指名する

者（人事担当者等 ）に持参により提出する。）

（２）応募対象者から応募申請の提出を受けた人事担当者等は、平成２７

年７月３日（金）１７００までに、順序を経て航空幕僚長へ送付（進

達）する。



（３）航空幕僚長は、選定後、認定又は不認定の通知書を対象者へ交付す

る（退職すべき期日の２週間前までの交付を予定する 。。）

※不認定になる場合は （注２）のとおり。、

（４）応募申請書の提出後、応募を取り下げたい場合には、退職すべき期

日の前日までに「応募取下げ申請書 （付紙第２）を応募申請書と同」

様の方法で提出する。

７ 本件に関する相談先

（１）応募対象者が将官の場合

航空幕僚監部人事教育部 人事教育部長

電話：０３－３２６８－３１１１ （内線）

（２）応募対象者が１佐の場合

航空幕僚監部人事教育部補任課 補任課長

電話：０３－３２６８－３１１１ （内線）

（注１）次のいずれかに該当する職員は応募をすることができない。

１ 非常勤職員

２ 臨時的任用職員、法律により任期を定めて任用される職員

３ 平成２７年８月１０日（月）までに定年に達する職員

４ 平成２７年６月２３日（火 （募集開始日）において懲戒処分（た）

だし、故意又は重過失によらないで管理・監督に係る職務を怠った場

合における懲戒処分を除く。以下同じ。）を受けている者又は平成

２７年６月２３日（火）から平成２７年７月２日（木）まで（募集の

期間内）に懲戒処分を受けた者

（注２）応募者が、次のいずれかに該当する場合には、不認定となる。

１ この募集実施要項に適合しない場合

２ 応募後に、懲戒処分を受けた場合

３ 懲戒処分を受けるべき行為をしたことを疑うに足りる相当な理由

がある場合その他応募者に対し認定を行うことが公務に対する国民

の信頼を確保する上で支障を生ずると認められる場合

４ 引き続き職務に従事することが公務の能率的運営を確保し、又は長

期的な人事管理を計画的に推進するために特に必要であると認める場

合



別添２４

早期退職に係る募集実施要項

１ 募集の目的

組織の年齢別人員構成を適正化し、組織の活性化を図ることを目的と

して、次のとおり早期退職希望者の募集（国家公務員退職手当法（昭和

２８年法律第１８２号）第８条の２第１項第１号）を行う。

２ 募集の対象

１等空佐の階級にある者で、平成２７年８月１日までに５５歳以上の

者（注１参照）

３ 募集人数

２名

４ 募集の期間（１０日間）

平成２７年６月２３日（火）０９００から

平成２７年７月 ２日（木）１７００まで

※都合により募集の期間を延長したときは直ちにその旨周知する。

５ 退職すべき期間

平成２７年８月１日（土）～平成２７年８月３１日（月）

※認定に合わせ、当該期間内から退職すべき期日を定め、別に通知す

る。

※認定後に生じた事情により退職すべき期日に退職されると公務の能

率的な運営の確保に著しい支障を及ぼすことになる場合には、本人

に対し、その旨及び理由を明示し、隊員本人の書面による同意を得

た上で、公務の能率的な運営を確保するために必要な限度で当該期

日を延期することがあり得る。

６ 応募の手続

（１）早期退職募集に応募する者は 「応募申請書 （付紙第１）に必要事、 」

項を記入の上、募集の期間内に受付窓口（所属部隊等の長が指名する

者（人事担当者等 ）に持参により提出する。）

（２）応募対象者から応募申請の提出を受けた人事担当者等は、平成２７

年７月３日（金）１７００までに、航空幕僚長へ送付する。

（３）航空幕僚長は、選定後、認定又は不認定の通知書を対象者へ交付す

る（退職すべき期日の２週間前までの交付を予定する 。。）

※不認定になる場合は （注２）のとおり。、



（４）応募申請書の提出後、応募を取り下げたい場合には、退職すべき期

日の前日までに「応募取下げ申請書 （付紙第２）を応募申請書と同」

様の方法で提出する。

７ 本件に関する相談先

航空幕僚監部人事教育部補任課 補任課長

電話：０３－３２６８－３１１１ （内線）

（注１）次のいずれかに該当する職員は応募をすることができない。

１ 非常勤職員

２ 臨時的任用職員、法律により任期を定めて任用される職員

３ 平成２７年８月３１日（月）までに定年に達する職員

４ 平成２７年６月２３日（火 （募集開始日）において懲戒処分（た）

だし、故意又は重過失によらないで管理・監督に係る職務を怠った場

合における懲戒処分を除く。以下同じ。）を受けている者又は平成

２７年６月２３日（火）から平成２７年７月２日（木）まで（募集の

期間内）に懲戒処分を受けた者

（注２）応募者が、次のいずれかに該当する場合には、不認定となる。

１ この募集実施要項に適合しない場合

２ 応募後に、懲戒処分を受けた場合

３ 懲戒処分を受けるべき行為をしたことを疑うに足りる相当な理由

がある場合その他応募者に対し認定を行うことが公務に対する国民

の信頼を確保する上で支障を生ずると認められる場合

４ 引き続き職務に従事することが公務の能率的運営を確保し、又は長

期的な人事管理を計画的に推進するために特に必要であると認める場

合



別添２５

早期退職に係る募集実施要項

１ 募集の目的

組織の年齢別人員構成を適正化し、組織の活性化を図ることを目的と

して、次のとおり早期退職希望者の募集（国家公務員退職手当法（昭和

２８年法律第１８２号）第８条の２第１項第１号）を行う。

２ 募集の対象

１等空佐以上の階級にある者で、平成２７年１２月１日までに５５歳

以上の者（注１参照）

３ 募集人数

４名

４ 募集の期間（１０日間）

平成２７年１０月２３日（金）０９００から

平成２７年１１月 １日（日）１７００まで

※都合により募集の期間を延長したときは直ちにその旨周知する。

５ 退職すべき期間

平成２７年１２月１日（火）～平成２８年１月３１日（日）

※認定に合わせ、当該期間内から退職すべき期日を定め、別に通知す

る。

※認定後に生じた事情により退職すべき期日に退職されると公務の能

率的な運営の確保に著しい支障を及ぼすことになる場合には、本人

に対し、その旨及び理由を明示し、隊員本人の書面による同意を得

た上で、公務の能率的な運営を確保するために必要な限度で当該期

日を延期することがあり得る。

６ 応募の手続

（１）早期退職募集に応募する者は 「応募申請書 （付紙第１）に必要事、 」

項を記入の上、募集の期間内に受付窓口（所属部隊等の長が指名する

者（人事担当者等 ）に持参により提出する。）

（２）応募対象者から応募申請の提出を受けた人事担当者等は、平成２７

年１１月４日 水 １７００までに 順序を経て航空幕僚長へ送付 進（ ） 、 （

達）する。

（３）航空幕僚長は、選定後、認定又は不認定の通知書を対象者へ交付す

る（退職すべき期日の２週間前までの交付を予定する 。。）



※不認定になる場合は （注２）のとおり。、

（４）応募申請書の提出後、応募を取り下げたい場合には、退職すべき期

日の前日までに「応募取下げ申請書 （付紙第２）を応募申請書と同」

様の方法で提出する。

７ 本件に関する相談先

（１）応募者が将官の場合

航空幕僚監部人事教育部 人事教育部長

電話：０３－３２６８－３１１１ （内線）

（２）応募者が１佐の場合

航空幕僚監部人事教育部補任課 補任課長

電話：０３－３２６８－３１１１ （内線）

８ その他

本募集要項による募集対象者のうち一般定年隊員等であって、民間再就

職支援会社による再就職支援を希望する場合は、希望する旨を早期退職募

集に係る応募申請書の備考欄に記入すること。

（注１）次のいずれかに該当する職員は応募をすることができない。

１ 非常勤職員

２ 臨時的任用職員、法律により任期を定めて任用される職員

３ 平成２８年１月３１日（日）までに定年に達する職員

４ 平成２７年１０月２３日 金 募集開始日 において懲戒処分 た（ ）（ ） （

だし、故意又は重過失によらないで管理・監督に係る職務を怠った場

合における懲戒処分を除く。以下同じ。）を受けている者又は平成

２７年１０月２３日（金）から平成２７年１１月１日（日）まで（募

集の期間内）に懲戒処分を受けた者

（注２）応募者が、次のいずれかに該当する場合には、不認定となる。

１ この募集実施要項に適合しない場合

２ 応募後に、懲戒処分を受けた場合

３ 懲戒処分を受けるべき行為をしたことを疑うに足りる相当な理由

がある場合その他応募者に対し認定を行うことが公務に対する国民

の信頼を確保する上で支障を生ずると認められる場合

４ 引き続き職務に従事することが公務の能率的運営を確保し、又は長

期的な人事管理を計画的に推進するために特に必要であると認める場

合



別添２６

早期退職に係る募集実施要項

１ 募集の目的

組織の年齢別人員構成を適正化し、組織の活性化を図ることを目的として、次のとおり

早期退職希望者の募集（国家公務員退職手当法（昭和２８年法律第１８２号）第８条の２

第１項第１号）を行う。

２ 募集の対象

１等空佐の階級にある者で、平成２８年３月２５日までに５５歳に達している者（注１

参照）

３ 募集人数

４名

４ 募集の期間（１０日間）

平成２８年２月１２日（金）０９００から平成２８年２月２１日（日）１７００まで

※都合により募集の期間を延長したときは直ちにその旨周知する。

５ 退職すべき期間

平成２８年３月２５日（金）から平成２８年４月１日（金）

※認定に合わせ、当該期間内から退職すべき期日を定め、別に通知する。

※認定後に生じた事情により退職すべき期日に退職されると公務の能率的な運営の

確保に著しい支障を及ぼすことになる場合には、本人に対し、その旨及び理由を

明示し、隊員本人の書面による同意を得た上で、公務の能率的な運営を確保する

ために必要な限度で当該期日を延期することがあり得る。

６ 応募の手続

（ ） 、「 」（ ）１ 早期退職募集に応募する者は 早期退職希望者の募集に係る応募申請書 付紙第１

に必要事項を記入の上、募集の期間内に受付窓口（所属部隊等の長が指名する者（人事

担当者等 ）に持参により提出する。）

（２）応募対象者から応募申請の提出を受けた場合、平成２８年２月２３日（火）１７００

までに、順序を経て航空幕僚長へ送付（進達）する。

（３）航空幕僚長は、選定後、認定又は不認定の通知書を対象者へ交付する（退職すべき期

日の２週間前までの交付を予定する 。。）

※不認定になる場合は （注２）のとおり。、

４ 応募申請書の提出後 応募を取り下げたい場合には 退職すべき期日の前日までに 早（ ） 、 、 「

期退職希望者の募集に係る応募取下げ申請書 （付紙第２）を応募申請書と同様の方法」



で提出する。

７ 本件に関する相談先

航空幕僚監部 人事教育部 補任課長

電話：０３－３２６８－３１１１ （内線）

（注１）次のいずれかに該当する職員は応募をすることができない。

１ 非常勤職員

２ 臨時的任用職員、法律により任期を定めて任用される職員

３ 平成２８年４月１日（金）までに定年に達する職員

４ 平成２８年２月１２日（金 （募集開始日）において懲戒処分（ただし、故意又は）

重過失によらないで管理・監督に係る職務を怠った場合における懲戒処分を除く。以

下同じ ）を受けている者又は、平成２８年２月１２日（金）から平成２８年２月２。

１日（日）まで（募集の期間内）に懲戒処分を受けた者

（注２）応募者が、次のいずれかに該当する場合には、不認定となる。

１ この募集実施要項に適合しない場合

２ 応募後に、懲戒処分を受けた場合

３ 懲戒処分を受けるべき行為をしたことを疑うに足りる相当な理由がある場合その

他応募者に対し認定を行うことが公務に対する国民の信頼を確保する上で支障を生

ずると認められる場合

４ 引き続き職務に従事することが公務の能率的運営を確保し、又は長期的な人事管

理を計画的に推進するために特に必要であると認める場合



別添２７

早期退職に係る募集実施要項

１ 募集の目的

組織の年齢別人員構成を適正化し、組織の活性化を図ることを目的として、次のとおり

早期退職希望者の募集（国家公務員退職手当法（昭和２８年法律第１８２号）第８条の２

第１項第１号）を行う。

２ 募集の対象

１等空佐の階級にある者で、平成２８年３月２５日までに５５歳に達している者（注１

参照）

３ 募集人数

３名

４ 募集の期間（１０日間）

平成２８年２月１２日（金）０９００から平成２８年２月２１日（日）１７００まで

※都合により募集の期間を延長したときは直ちにその旨周知する。

５ 退職すべき期間

平成２８年３月２５日（金）から平成２８年４月１日（金）

※認定に合わせ、当該期間内から退職すべき期日を定め、別に通知する。

※認定後に生じた事情により退職すべき期日に退職されると公務の能率的な運営の

確保に著しい支障を及ぼすことになる場合には、本人に対し、その旨及び理由を

明示し、隊員本人の書面による同意を得た上で、公務の能率的な運営を確保する

ために必要な限度で当該期日を延期することがあり得る。

６ 応募の手続

（ ） 、「 」（ ）１ 早期退職募集に応募する者は 早期退職希望者の募集に係る応募申請書 付紙第１

に必要事項を記入の上、募集の期間内に受付窓口（所属部隊等の長が指名する者（人

事担当者等 ）に持参により提出する。）

（２）応募対象者から応募申請の提出を受けた場合、平成２８年２月２３日（火）１７００

までに、航空幕僚長へ送付（通知）する。

（３）航空幕僚長は、選定後、認定又は不認定の通知書を対象者へ交付する（退職すべき期

日の２週間前までの交付を予定する 。。）

※不認定になる場合は （注２）のとおり。、

４ 応募申請書の提出後 応募を取り下げたい場合には 退職すべき期日の前日までに 早（ ） 、 、 「

期退職希望者の募集に係る応募取下げ申請書 （付紙第２）を応募申請書と同様の方法」



で提出する。

７ 本件に関する相談先

航空幕僚監部 人事教育部 補任課長

電話：０３－３２６８－３１１１ （内線）

（注１）次のいずれかに該当する職員は応募をすることができない。

１ 非常勤職員

２ 臨時的任用職員、法律により任期を定めて任用される職員

３ 平成２８年４月１日（金）までに定年に達する職員

４ 平成２８年２月１２日（金 （募集開始日）において懲戒処分（ただし、故意又は）

重過失によらないで管理・監督に係る職務を怠った場合における懲戒処分を除く。以

下同じ ）を受けている者又は、平成２８年２月１２日（金）から平成２８年２月２。

１日（日）まで（募集の期間内）に懲戒処分を受けた者

（注２）応募者が、次のいずれかに該当する場合には、不認定となる。

１ この募集実施要項に適合しない場合

２ 応募後に、懲戒処分を受けた場合

３ 懲戒処分を受けるべき行為をしたことを疑うに足りる相当な理由がある場合その

他応募者に対し認定を行うことが公務に対する国民の信頼を確保する上で支障を生

ずると認められる場合

４ 引き続き職務に従事することが公務の能率的運営を確保し、又は長期的な人事管

理を計画的に推進するために特に必要であると認める場合


